
 

  

特許法による査証の手続等に関する規則（原文は縦書き） 

 

令和二年四月二二日最高裁判所規則第七号 

特許法による査証の手続等に関する規則を次のように定める。 

特許法による査証の手続等に関する規則 

 

（申立書の記載事項等・法第百五条の二） 

第一条 特許法（昭和三十四年法律第百二十一号。以下「法」という。）第百五条の二第二項

の書面には、同項各号に掲げる事項のほか、申立てに係る措置の内容を記載しなければならな

い。 

２ 前項の申立てに係る措置の内容の記載は、査証を求める事項を明らかにしてしなければな

らない。 

３ 法第百五条の二第一項本文の申立てをする当事者は、第一項の書面について直送（当事者

の相手方に対する直接の送付をいう。第七条第四項において同じ。）をしなければならない。 

４ 相手方は、前項の申立てについて意見があるときは、意見を記載した書面を裁判所に提出

しなければならない。 

 

（執行官援助の申立ての方式・法第百五条の二の二） 

第二条 法第百五条の二の二第三項の申立ては、期日においてする場合を除き、書面でしなけ

ればならない。 

２ 前項の申立てをするときは、援助を求める事務の内容及び援助を必要とする理由を明らか

にしなければならない。 

 

（忌避の申立ての方式・法第百五条の二の三） 

第三条 査証人に対する忌避の申立ては、期日においてする場合を除き、書面でしなければな

らない。 

２ 忌避の原因は、疎明しなければならない。 

 

（査証の実施に必要な事項についての協議） 

第四条 裁判所は、口頭弁論若しくは弁論準備手続の期日又は進行協議期日において、査証の

実施に必要な事項について、当事者、査証人及び法第百五条の二の二第三項の規定による命令

を受けた執行官と協議をすることができる。書面による準備手続においても、同様とする。 

 

（査証の実施の日時等の通知・法第百五条の二の四） 

第五条 査証人は、査証をするに当たっては、当該査証を実施する日時及び場所を定め、裁判

所に対し、その日時及び場所を通知しなければならない。 

２ 前項の規定による通知があったときは、裁判所書記官は、速やかに、同項の査証を実施す

る日時及び場所を査証を受ける当事者に通知しなければならない。 

３ 民事訴訟規則（平成八年最高裁判所規則第五号）第四条第五項の規定は、前項の規定によ

る通知について準用する。 

 

（査証報告書の提出等・法第百五条の二の四） 

第六条 裁判長は、査証人に、共同して又は各別に、査証報告書（法第百五条の二の四第一項

に規定する査証報告書をいう。以下同じ。）を作成させ、これを提出させることができる。 

２ 裁判長は、査証人の意見を聴いて、査証報告書を提出すべき期間を定めることができる。 



 

  

３ 査証報告書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 査証人の氏名 

 二 査証の対象とした書類等（法第百五条の二第一項に規定する書類等をいう。）の表示 

 三 査証に着手した日時及びこれを終了した日時 

 四 査証をした場所 

 五 査証に立ち会った者があるときは、その氏名 

 六 査証を命じられた事項及び措置の内容 

 七 査証の結果                                                

八 執行官の援助を受けたときは、執行官の氏名、援助を受けた日時及び場所並びに援助を

受けた事務の内容 

 

（不開示の申立ての方式等・法第百五条の二の六） 

第七条 法第百五条の二の六第二項の規定による申立ては、書面で、かつ、査証報告書中の開

示しないこととすべき部分を特定してしなければならない。 

２ 前項の申立てをするときは、査証報告書の写しから開示しないこととすべき部分を除いた

ものをも作成し、前項の書面に添付して提出しなければならない。 

３ 第一項の書面には、査証報告書の全部又は一部を申立人に開示しないことについての正当

な理由を記載しなければならない。 

４ 第一項の申立てをする当事者は、同項の書面及び第二項の規定により提出する査証報告書

の写しから開示しないこととすべき部分を除いたものについて直送をしなければならない。 

５ 申立人は、第一項の申立てについて意見があるときは、意見を記載した書面を裁判所に提

出しなければならない。 

６ 法第百五条の二の六第三項の査証報告書の一部を開示しないこととする決定が確定した

ときは、第一項の申立てをした当事者は、遅滞なく、査証報告書の写しから当該決定により特

定された開示しないこととする部分を除いたものを作成し、裁判所に提出しなければならない。

ただし、当該申立てにより特定された開示しないこととすべき部分と当該決定により特定され

た開示しないこととする部分とが同一である場合は、この限りでない。 

 

（査証報告書の閲覧等の請求の方式等・法第百五条の二の七） 

第八条 法第百五条の二の七第一項又は同条第三項において準用する民事訴訟法（平成八年法

律第百九号）第九十一条第四項後段の請求は、書面でしなければならない。 

２ 前条第二項の規定により査証報告書の写しから開示しないこととすべき部分を除いたも

の又は同条第六項本文の規定により査証報告書の写しから開示しないこととする部分を除い

たものが提出されたときは、法第百五条の二の七第一項の査証報告書の閲覧、謄写又は複製は、

その提出されたものによってさせることができる。 

                                      

附 則 

（施行期日） 

第一条 この規則は、特許法等の一部を改正する法律（令和元年法律第三号）附則第一条第三

号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

（執行官の手数料及び費用に関する規則の一部改正） 

第二条 執行官の手数料及び費用に関する規則（昭和四十一年最高裁判所規則第十五号）の一

部を次のように改正する。 

  第三条の二の次に次の一条を加える。 

（査証の援助） 



 

  

第三条の三 特許法（昭和三十四年法律第百二十一号）第百五条の二の二第三項の規定による

援助（法第八条第一項第一号の三）の手数料の額は、一万一千円とする。 

２ 前項の援助を行うべき場所に臨んだ場合において、執行官の責めに帰することができない

事由によつて同項の援助を実施することができなかつたとき（法第八条第二項第一号）の手数

料の額は、四千円とする。 

３ 第一項の援助を命じた裁判所は、査証の実施に必要な事項についての協議の状況その他の

事情により、第一項又は前項の手数料の額（第三十二条又は第三十三条の規定の適用がある場

合にあつては、これらの規定による加算後の額）に、それぞれ第一項又は前項に定める金額の

範囲内の額を加算することができる。 

  第三十二条及び第三十三条第三項中「第三条の二第一項」の下に「、第三条の三第一項」

を加える。 

 （民事訴訟費用等に関する規則の一部改正） 

第三条 民事訴訟費用等に関する規則（昭和四十六年最高裁判所規則第五号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第七条中「通訳人」の下に「、査証人」を加える。 

別表第二の五の項上欄に次のように加える。  

リ 特許法（昭和三十四年法律第百二十一号）の規定による査証の命令の申立て 


